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監 査 対 象 部 局 実 施 年 月 日 

区民文化部、産業経済部及び農業委員会事務局 

定期監査 

令和３年 ５月１０日（月） 

       １７日（月） 

       １９日（水） 

資源環境部、都市整備部及び土木部定期監査 

令和３年 ６月１８日（金） 

       ２１日（月） 

       ２３日（水） 

政策経営部、総務部、危機管理室、会計管理室、

選挙管理委員会事務局、監査委員事務局及び区議

会事務局 

令和３年１１月 １日（月） 

        ２日（火） 

       １１日（木） 

区立小・中学校及び特別支援学校定期監査 

令和３年１１月 ４日（木） 

        ５日（金） 

       １５日（月） 

       １９日（金） 

子ども家庭部定期監査 

令和３年１２月１５日（水） 

       １６日（木） 

       １７日（金） 

       ２０日（月） 

       ２７日（月） 

教育委員会事務局定期監査 
令和４年 １月 ７日（金） 

       １１日（火） 

 

健康生きがい部及び福祉部定期監査 

 

令和４年 １月１３日（木） 

      １４日（金） 

       ２４日（月） 
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随 時 監 査 実 施 年 月 日 

財産監査 令和３年 ４月１９日（月） 

財政援助団体等監査 

令和３年 ９月 ２日（木） 

３日（金） 

      ６日（月） 

      ９日（木） 

第１回工事監査（建築） 

第２回工事監査（建築） 

令和３年 ６月 ３日（木） 

    ７月 ５日（月） 

指定管理者監査（新規分） 

 

指定管理者監査（継続更新分） 

 

令和３年１２月 ９日 （木） 

１３日（月） 

    １０月１１日（月） 

       ２６日（火） 

特定項目監査 

（リース契約について） 

令和３年４月１日（木）～ 

令和４年４月２７日（水） 
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令和３年度財産監査結果報告について 
 

１ 監査実施年月日 

令和３年４月 19 日(月) 

 

２ 監査委員合議年月日 

  令和３年５月 31 日(月) 

 

３ 監査対象及び実施場所 

監 査 対 象 実 施 場 所 

本 審 査 

公有財産   政策経営部政策企画課 

監 査 委 員 室、 

第 三 委 員 会 室 、 

第 四 委 員 会 室  

物品  会計管理室 

債権  

政策経営部政策企画課 

健康生きがい部介護保険課 

福祉部生活支援課 

都市整備部住宅政策課 

基金 
政策経営部財政課 

会計管理室 

備 品 実 査 

区役所本庁舎 

北館１階から４階の各課 

南館１階から４階の各課 

対 象 課 

現 場 監 査 公有財産 

【行政財産】 

土木部土木計画・交通安全課 

板橋区役所 

シェアサイクルポート 

板橋二丁目66番４のうち（地番） 

【行政財産】 

資源環境部環境政策課 

カーシェアリング事業用地 
板橋二丁目 68 番１(地番) 

【普通財産】 

政策経営部政策企画課 

総務部契約管財課 

 

本庁舎北側公有地 

板橋二丁目 67 番８の一部 

及び 11(地番） 
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４ 監査の範囲 

令和２年度及び令和３年度の公有財産、物品、債権についての取得、管理及び処分、

基金の管理、運用に関すること。 

 

５ 監査の着眼点 

 (1) 公有財産 

① 財産の取得及び処分は適正に行われているか。 

② 財産台帳が整備され、事務処理が適正に行われているか。 

③ 財産の貸付は法令に従って処理され、管理は適正に行われているか。 

④ 財産の保全、活用、維持管理は適正に行われているか。 

(2) 物  品 

① 物品の在庫管理及び整理活用は適正に行われているか。 

② 物品の管理、不用品の処分は適正に行われているか。 

(3) 債  権 

① 債権の管理は適正に行われているか。 

② 保全、督促等の事務処理は積極的かつ適法に行われているか。 

(4) 基  金 

① 基金の設置目的に従って確実かつ効率的に運用されているか。 

② 管理は適正に行われているか。 

 

６ 監査の結果 

特に指摘すべき事項は認められなかった。 
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令和３年度財政援助団体等監査（政務活動費を除く）結果について 
 

１ 監査実施年月日  

  令和３年９月３日（金）、６日（月）、９日（木）  

 

２ 監査対象  

(1）出資団体 
 

№ 団体名 補助金名 所管課 

1 板橋区土地開発公社 （交付なし）           契 約 管 財 課 

2 
公益財団法人板橋区文化・国

際交流財団（※） 

公益財団法人板橋区文化・国

際交流財団補助金         
文化・国際交流課 

3 
公益財団法人植村記念財団

（※） 

公益財団法人植村記念財団補

助金        
ス ポ ー ツ 振 興 課 

4 
公益財団法人板橋区産業振興

公社（※） 

公益財団法人板橋区産業振興

公社事業費補助金           
産 業 振 興 課 

                   ※印の３団体については補助金交付と重複する団体 

 

（2）補助金所管課 

 

 

 

№ 所管課 補助金名 交付先 施設名等 

1 人 事 課 
板橋区職員互助会運営

費補助金 
板橋区職員互助会  

2 産 業 振 興 課 
板橋区にぎわいのある

まちづくり事業補助金 

ハッピーロード大山商

店街振興組合 
 

3 長寿社会推進課 
板橋区アクティブシニ

ア就業支援事業補助金 

社会福祉法人板橋区社

会福祉協議会 

 

4 
おとしより保健

福祉センター 

板橋区権利擁護センタ

ー事業運営費補助金 
 

5 生 活 支 援 課 

板橋区社会福祉協議会

ぬくもりサービス事業

費助成金 

 

板橋区社会福祉協議会

運営費助成金 
 

6 
障がいサービス

課 

板橋区障がい者日中活

動系サービス推進事業

補助金 

一般社団法人コア 
コア・デイケア・セン

ター 
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№ 所管課 補助金名 交付先 施設名等 

6 
障がいサービス

課 

東京都板橋区精神障が

い者ソーシャルハウス

運営費補助金 
社会福祉法人ＪＨＣ板

橋会 

サン・マリーナ 

東京都板橋区地域活動

支援センター機能強化

事業及び相談支援事業

補助金 

スペースピア 

東京都板橋区地域活動

支援センター機能強化

事業及び相談支援事業

補助金 

特定非営利活動法人み

んなのセンターおむす

び 

デイサービスおむすび 

東京都板橋区地域活動

支援センター機能強化

事業及び相談支援事業

補助金 

特定非営利活動法人か

たぐるま 

デイサービスかたぐる

ま 

東京都板橋区地域活動

支援センター機能強化

事業及び相談支援事業

補助金 

特定非営利活動法人は

らから東京の会 

とうふ工房・大谷口の

家 

生活介護・重症心身障

がい者通所施設運営費

補助金 
社会福祉法人ひふみ会 

障害福祉サービス事業

所愛光 板橋区重症心身障がい

児（者）通所事業運営

費補助金 

板橋区児童発達支援セ

ンターサービス推進事

業補助金 

公益財団法人東京ＹＷ

ＣＡ 

東京ＹＷＣＡキッズガ

ーデン 

生活介護・重症心身障

がい者通所施設運営費

補助金 

社会福祉法人関西中央

福祉会 
ココロネ板橋 

7 保育サービス課 

板橋区保育士等キャリ

アアップ補助金 

株式会社グローバルキ

ッズ 

グローバルキッズ成増

園 

板橋区認証保育所運営

費等補助金 
株式会社ゴーエスト 

メリーポピンズ中板橋

ルーム 

メリーポピンズ成増ル

ーム 

板橋区認証保育所運営

費等補助金 
原 淳惠 こっこ保育園 
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３ 監査委員合議年月日  

  令和３年 10 月 29 日（金）  

 

４ 監査実施場所  

  監査委員室、第四委員会室、文化会館  

 

５ 監査の範囲  

 (1) 財務関係事務全般（出資団体）  

 (2) 令和２年度に区から交付された補助金の出納その他の事務（補助金所管課）  

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 所管課 補助金名 交付先 施設名等 

7 保育サービス課 
板橋区認証保育所運営

費等補助金 

株式会社モード・プラ

ンニング・ジャパン 

板橋雲母保育園高島平 

板橋雲母保育園東武練

馬 

中板橋雲母保育園 

8 
子育て支援施設

課 

板橋区私立保育所施設

設置経費助成金 

株 式 会 社 Kids Smile 

Project 

キッズスマイル板橋東

坂下 

板橋区民間保育所等整

備費補助金 

宗教法人天理教大禮分

教会 
大禮保育園 

板橋区民間保育所等整

備費補助金 
社会福祉法人成増会 成美保育園 

9 都 市 計 画 課 
板橋区コミュニティバ

ス運行事業補助金 
国際興業株式会社 りんりんＧＯ 

10 建 築 安 全 課 

特定緊急輸送道路沿道

建築物耐震改修工事助

成金 

パラスト新板橋管理組

合 
パラスト新板橋 

11 学 務 課 

板橋区一時預かり事業

（幼稚園型）補助金 
学校法人旭幼稚園 旭幼稚園 

板橋区一時預かり事業

（幼稚園型）補助金 
坂本 静枝 みその幼稚園 
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６ 監査の着眼点  

出資団体  

(1) 所管課 
 ① 団体に対する指揮監督は適切に行われているか。 
(2) 団体 
 ① 設立目的に沿った事業運営は適切に行われているか。 
 ② 経営成績及び財政状況は良好か。 
 ③ 資金の運用は適切か。 

 ④ 関係帳簿の整備、記帳は適正か。また、証拠書類の整備、

保存は適正か。  

補助金交付団体等  

(1) 所管課 
 ① 補助金の交付条件は適切か。また、補助金額の算定、交付

方法、時期及び手続きは適正か。 

 ② 団体に対する指揮監督は適切に行われているか。 
(2) 団体 
 ① 交付目的に適合した事業を実施しているか。 
 ② 交付された補助金を他の目的に流用していないか。 
 ③ 出納関係帳簿の整備、記帳は適正か。また、証拠書類の整

備保存は適正か。 

 ④ 団体における会計経理は適正か、係数に誤りはないか。  

 

７ 監査の結果  

  特に指摘すべき事項は認められなかった。  
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令和３年度財政援助団体等監査（政務活動費）結果について 

 

１ 監査実施年月日及び監査対象  

実施年月日 監査対象 

 
令和３年９月２日(木) 

 

板橋区議会自由民主党議員団 

板橋区議会公明党 

日本共産党板橋区議会議員団 

中妻 じょうた 

高沢 一基 

おばた 健太郎 

渡辺 よしてる 

井上 温子 

しいな ひろみ 

五十嵐 やす子 

長瀬 達也 

南雲 由子 

こんどう 秀人 

高山 しんご 

令和３年９月３日(金) 区議会事務局 

 
２ 監査委員合議年月日 
  令和３年 10 月 29 日（金） 
 
３ 監査委員の除斥 
  政務活動費の監査については、議員選出委員は、地方自治法第 199 条の２の規 
 定に基づき関与していない。 
 
４ 監査実施場所 

監査委員室 
 

５ 監査の範囲 
令和２年４月から令和３年３月までに区から交付された政務活動費（補助金）

の出納その他の事務 
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６ 監査の着眼点 

補助金交付 
団体等 

(1) 所管課 
 ① 補助金の交付条件は適切か。また、補助金額の算定、交付方

法、時期及び手続きは適正か。 
 ② 団体に対する指揮監督は適切に行われているか。 
(2) 団体 
 ① 交付目的に適合した事業を実施しているか。 
 ② 交付された補助金を他の目的に流用していないか。 
 ③ 出納関係帳簿の整備、記帳は適正か。また、証拠書類の整備

保存は適正か。 
 ④ 団体における会計経理は適正か、係数に誤りはないか。 

 

７ 監査の結果 
東京都板橋区政務活動費の交付に関する条例及び同施行規則に基づき、また、

「政務活動費の手引き（令和２年４月板橋区議会発行）」を参考に、令和２年度
に交付された政務活動費について、提出された帳簿、証拠書類、専用口座の通帳
を確認の上、監査した結果、特に指摘すべき事項は認められなかった。 
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令和３年度指定管理者監査（継続更新分）結果について 

 

 

１ 実施年月日 令和３年 10 月 11 日(月)、26 日（火） 

 

２ 監 査 対 象 

（１）所管課及び指定管理者 

所 管 課 対象施設 対象指定管理者 

資 源 環 境 部 
環 境 政 策 課 

熱帯環境植物館 
西武造園・横浜八景島・

西武緑化管理共同企業体 

（２）所管課のみ 

所 管 課 対象施設 参考（指定管理者） 

区 民 文 化 部 
文化・国際交流課 
美 術 館 

成増アートギャラリー 
株式会社 
図書館流通センター 

区 民 文 化 部 
ス ポ ー ツ 振 興 課 

小豆沢体育館ほか21施設※ 東京ドームグループ 

子 ど も 家 庭 部 
保 育 サ ー ビ ス 課 

こぶし保育園 
特定非営利活動法人 
ワーカーズコープ 

教育委員会事務局 
中 央 図 書 館 

清水図書館、蓮根図書館、 
西台図書館、志村図書館 

株式会社 
ヴィアックス 

赤塚図書館、高島平図書館、
成増図書館 

株式会社 
図書館流通センター 

  ※赤塚体育館、東板橋体育館（令和３年９月１日から植村記念加賀スポーツセンター）、

上板橋体育館、高島平温水プール、和弓場、洋弓場、小豆沢野球場、城北野球場、

徳丸ヶ原野球場、荒川戸田橋野球場、小豆沢庭球場、徳丸ヶ原庭球場、東板橋庭球

場、加賀庭球場、新河岸庭球場、荒川戸田橋サッカー場、新河岸陸上競技場、荒川

戸田橋陸上競技場、東板橋公園運動場、高島平多目的運動場、浮間舟渡フットサル

パーク 

 

３ 監査委員合議年月日 

  令和３年 11 月 26 日（金） 
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４ 実 施 場 所  

   監査委員室及び熱帯環境植物館 

 

５ 監査の範囲 

（１）指定管理者（熱帯環境植物館のみ） 

令和２年度施設管理業務に関する出納その他の事務の執行 

(施設及び備品の管理状況を含む。) 

（２）所 管 課 

令和２年度各施設の指定管理者に関する財務事務 

 

６ 監査の着眼点 

（１）所管課 

  ① 指定管理者の選定は、適正かつ公正に行われているか。 

  ② 指定管理者への指揮監督は適正に行われているか。 

  ③ 業務の履行確認は、事業報告書により適切に行われているか。 

  ④ 事業費の算定及び支出方法、時期、手続等は適正か。 

（２）指定管理者 

  ① 協定書に則って、適正かつ効果的に業務が履行されているか。 

   ア 施設管理業務の実施状況 

   イ 施設の利用状況 

   ウ 事故防止、安全確保への配慮 

  ② 協定書に定められた報告書等は適時に提出されているか。 

  ③ 協定に改善又は変更等の必要は生じていないか。 

  ④ 施設の管理に関する収支に係る会計経理は適切に行われているか。 

   ア 関係帳簿の整備・記帳は適正か。 

   イ 証拠書類の整備・保存は適正か。 

 

７ 監査の結果  

   特に指摘すべき事項は認められなかった。 
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令和３年度特定項目監査結果 
 

第１ 監査実施概要 

１ 監査の種類 

地方自治法第１９９条第５項の規定に基づく監査 

 

２ 監査テーマ 

「リース契約について」 

 

３ 監査テーマ設定の趣旨 

経済的な物品調達の方法として、リース契約の活用は欠かせないものとなっ

ている。 

そこで、令和３年度の特定項目監査は、各課がリース契約により調達した事

案について、リース契約のための積算は適切か、競争性、公正性は確保されて

いるかの観点から監査を実施した。 

ただし、情報処理システムのリース契約については、高い専門性を有し、定期

監査と同時に短時間で監査を行うのは困難なため、今回の監査からは除外した。 

 

４ 監査の着眼点 

(1)リース契約において、予定価格の積算は適切に行われているか。 

(2)リース契約において、競争性、公正性は確保されているか。 

 

５ 監査対象及び監査方法 

(1)監査対象とするリース契約は、令和２年度中に行われたリース契約のうち、

高い専門性を有する情報処理システムのリース契約を除く契約を対象とした。 

(2)監査は、令和３年度の定期監査対象のうちリース契約を行っている部署を対

象とし、定期監査に合わせて監査委員による聴取を行った。 

(3)区の契約事務を統括する総務部契約管財課に対し、令和４年１月 31 日（月）

に聴取を行った。 

 

６ 監査実施期間 

令和３年４月１日（木）から令和４年４月 27 日（水）まで  
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第２ 監査結果 

 

１ リース契約の状況 

リース契約は、リース会社が売主（メーカー・ディーラー）から購入した機

械設備等を借主（ユ－ザー）に長期間使用させ、借主がその対価としてリース

料の支払いをする契約で、一括購入することと比べ初期費用が安価に納まるこ

とや負担の平準化など、経済的な物品調達の方法の一つである。 

令和２年度における各部のリース契約（長期継続契約）件数及び契約内容は、

表１※1のとおりである。 

  表１ 令和２年度における各部のリース契約件数及び契約内容   単位：件 

                                                   

※1：監査対象各所管課から提出された調書をもとに監査委員事務局で集計。以降の表も同じ。 

※2：情報処理機器を対象とするリース契約のうち、システム開発を伴う情報処理システム

（ソフトウエア）は含まず、アプリケーションソフトは含むリース契約。 

※3：情報処理システム関連以外の物件（事務用機器、電子複写機等）のリース契約。 

 
リース 

契約件数 

契約内容 

情報処理機器
※２

 
事務用機器、 

電子複写機等※３ 
その他 

政 策 経 営 部 26 24 2 0 

総 務 部 31 3 28 0 

危 機 管 理 室 6 5 1 0 

区 民 文 化 部 26 7 18 1 

産 業 経 済 部 7 1 6 0 

健康生きがい部(保健所) 31 3 27 1 

福 祉 部 18 4 14 0 

子 ど も 家 庭 部 22 3 19 0 

資 源 環 境 部 55 4 50 1 

都 市 整 備 部 11 1 10 0 

土 木 部 26 4 22 0 

会 計 管 理 室 0 ― ― ― 

教 育 委 員 会 事 務 局 94 42 44 8 

選挙管理委員会事務局 1 1 0 0 

農 業 委 員 会 事 務 局 1 1 0 0 

監 査 委 員 事 務 局 0 ― ― ― 

区 議 会 事 務 局 6 5 1 0 

計 361 108 242 11 
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また、令和２年度における各部の再リース契約件数及び再リース１件につい

ての再契約回数は、表２のとおりである。 

表２ 

令和２年度における各部の再リース契約件数及び再リース１件についての再契約回数 

単位：件 

 

 

当初リース契約期間終了後、同一物件の再リースを繰り返している状況が見

受けられた。 

再リースを採用した理由の調査回答では、「特に使用上問題がなく、財政上負

担の少ない再リースを選択した。」という理由から再リースを選択している例が

最も多かった。 

各部の再リース契約 245 件のうち、当初リース契約期間終了後、同一物件を

 
再リース 

契約件数 

再リース１件についての再契約回数 

１回 ２回 ３回 ４回 ５回 ６回以上 不明 

政 策 経 営 部 20 12 5 1 0 0 2 0 

総 務 部 17  7  4 3 1 0 2 0 

危 機 管 理 室 1 1 0 0 0 0 0 0 

区 民 文 化 部 25 5 4 3 5 2 6 0 

産 業 経 済 部 3 1 1 0 1 0 0 0 

健康生きがい部(保健所) 23  10 3 2 2 0 6 0 

福 祉 部 4 4 0 0 0 0 0 0 

子 ど も 家 庭 部 8 1 2 1 2 1 1 0 

資 源 環 境 部 48  19 15 10 2 0 2 0 

都 市 整 備 部 7 3 1 0 1 0 1 1 

土 木 部 31 10 7 8 3 0 3 0 

会 計 管 理 室 0 ― ― ― ― ― ― ― 

教 育 委 員 会 事 務 局 56 17 7 2 3 4 22 1 

選挙管理員会事務局 0 ― ― ― ― ― ― ― 

農 業 委 員 会 事 務 局 0 ― ― ― ― ― ― ― 

監 査 委 員 事 務 局 0 ― ― ― ― ― ― ― 

区 議 会 事 務 局 2 0 0 0 0 1 1 0 

計 245 90 49 30 20 8 46  2 
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再リース契約するにあたり、再リース契約以外の調達方法を検討せず同一物件

を再リースした事案は 31 件、12.65％であった。 

所管課へのヒアリングにおいて、１年更新の再リース契約を繰り返すことに

より、結果として一括購入した場合に比べ過大な支出にならないか、また、古

い機器を使用し続けることによる事務の非効率化がないかなど、検討が十分に

なされず、再リース契約されている例が見受けられた。 
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２ リース契約において、予定価格の積算は適切に行われているか。 

契約管財課は、リース契約における予定価格を設定するにあたり、各所管課

がリース事業者から徴取した下見積りを基に作成する支出予定金額を参考にし

ている。 

各所管課による支出予定金額の見積では、契約案件により仕様内容に本体機

器の搬入・設置・搬出・保守費用等をリース料に含む場合と含まない場合があ

る。 

令和２年度における各部のリース契約（長期継続契約）の支出予定金額の積

算方法は、表３のとおりである。 

 

表３ 令和２年度における各部のリース契約（長期継続契約）の支出予定金額の積算方法     

単位：件 

 合計 
契約事業

者からの

下見積 

契約事業

者及び契

約事業者

以外から

の複数下

見積 

同種の契

約実績か

ら積算 

過去の契

約実績か

ら積算 

カタログ

定価等か

らの積算 

その他 

政 策 経 営 部 26 11 2 1 0 0 12 

総 務 部 31 11 14 0 3 0 3 

危 機 管 理 室 6 0 6 0 0 0 0 

区 民 文 化 部 26 17 8 0 1 0 0 

産 業 経 済 部 7 4 3 0 0 0 0 

健康生きがい部（保健所） 31 23 6 0 0  2 0 

福 祉 部 18 16 2 0 0 0 0 

子 ど も 家 庭 部 22 5 17 0 0 0 0 

資 源 環 境 部 55 51 1 0 0 0 3 

都 市 整 備 部 11 9  0 1 0 0 1 

土 木 部 26 21 2 3 0 0 0 

会 計 管 理 室 0 ― ― ― ― ― ― 

教 育 委 員 会 事 務 局 94 59 21 1 1 0 12 

選挙管理委員会事務局 1 1 0 0 0 0 0 

農 業 委 員 会 事 務 局 1 1 0 0 0 0 0 

監 査 委 員 事 務 局 0 ― ― ― ― ― ― 

区 議 会 事 務 局 6 6 0 0 0 0 0 

合計 361 235 82 6 5 2 31 
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「契約事業者からの下見積」が 235 件、65.10％で最も多く、次いで「契約事

業者及び契約事業者以外からの複数下見積」が 82 件、22.71％である。 

所管課への事前審査では、リース契約から再リース契約への移行において、再

リース契約の支出予定金額の積算から当初リース料に含まれていた本体機器の搬

入・設置・搬出・保守費用等が除外されているかの確認がなされていないものが

見受けられた。 

当初リース契約に含まれていた本体機器の搬入・設置・搬出・保守費用等を再

リース契約で除いている場合は、当初リース契約時の一か月分あたりの費用より

再リース契約一か月分の費用が安価になることが推測される。 

したがって、所管課は再リース契約の支出予定金額の積算については、上述の

点について十分に留意する必要がある。 
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３ リース契約において、競争性、公正性は確保されているか。 

令和２年度における各部のリース契約の業者選定方法は、表４のとおりである。 

 

表４ 令和２年度における各部の当初リース契約の業者選定方法     単位：件 

 合計 競争入札 特命随意契約 その他 

政 策 経 営 部 26 24 2 0 

総 務 部 31 26 5 0 

危 機 管 理 室 6 6 0 0 

区 民 文 化 部 26 22 3 1 

産 業 経 済 部 7 7 0 0 

健康生きがい部(保健所) 31 29 1 1 

福 祉 部 18 18 0 0 

子 ど も 家 庭 部 22 22 0 0 

資 源 環 境 部 55 54 1 0 

都 市 整 備 部 11 11 0 0 

土 木 部 26 25 0 1 

会 計 管 理 室 0 ― ― ― 

教 育 委 員 会 事 務 局 94 90 0 4 

選挙管理委員会事務局 1 1 0 0 

農 業 委 員 会 事 務 局 1 0 0 1 

監 査 委 員 事 務 局 0 ― ― ― 

区 議 会 事 務 局 6 6 0 0 

合計 361 341 12 8 

 

 

リース契約では、「競争入札」が 341 件、94.44％で最も多く、次いで「特命随

意契約」が 12 件、3.32％である。「その他」は、8件で 2.22％であった。 

「その他」については、入札の不調による再度の指名競争や随意契約になっ

たものなどがあった。 

一部のリース契約においては、所管課が支出予定金額の積算時に徴取した下

見積金額と契約金額が同額であり、かつ、下見積事業者と契約事業者が同一だ

ったものが見受けられた。 
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第３ 総括意見 

 

区は、物品調達の方法の一つとして、リース契約の活用は欠かせないものと

している。 

契約管財課は、所管課がリース契約により調達する事案について、リース契

約の支出予定金額の積算は適切か、的確な指導・助言を行うことが必要である。 

また、リース契約から再リース契約に移行する場合、再リース契約において、

適正な再リ－ス回数の基準や経費の積算は適切か、を整える必要がある。 

再リース契約については、同一物件の再リース契約が適当であるかの考え方

を定めることについて、契約管財課が関与して検討を進める必要がある。 

なお、再リース契約を繰り返すものにおいて、当初リースの仕様や支出予定

金額を示した契約及び支出についての決裁文書が廃棄されているものがあった。

再リース契約を継続している場合は、文書の保存方法についても基準を定めて

おく必要がある。 

 

今年度の監査の結果において、リース契約の適正化に関する具体的な提言を

まとめるには至らなかった。今後の定期監査等を通じ、さらに調査を進めてい

く必要がある。 
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     令和２年度決算審査結果について 
 

 

第１ 審 査 の 対 象 

 
１ 令和２年度東京都板橋区一般会計歳入歳出決算書及び証書類 

２ 令和２年度東京都板橋区国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算書及び証書類 

３ 令和２年度東京都板橋区介護保険事業特別会計歳入歳出決算書及び証書類 

４ 令和２年度東京都板橋区後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算書及び証書類 

５ 令和２年度東京都板橋区東武東上線連続立体化事業特別会計歳入歳出決算書及び 

証書類 

６ 令和２年度東京都板橋区奨学資金貸付基金運用状況調書 

７ 令和２年度東京都板橋区美術資料収集基金運用状況調書 

８ 令和２年度東京都板橋区災害対策基金運用状況調書 

９ 附属書類 

(1) 令和２年度東京都板橋区各会計歳入歳出決算事項別明細書及び予算の執行実績 

(2) 令和２年度東京都板橋区各会計実質収支に関する調書 

(3) 令和２年度財産に関する調書 

 

第２ 審 査 の 期 間 

 

令和３年７月２日から令和３年８月 30 日まで 

 

第３ 審 査 の 方 法 

 

１ 各会計歳入歳出決算書及び附属書類は、関係法令の規定によって作成されている

か否かを確かめるとともに、歳入歳出決算の計数を会計管理者所管の関係諸帳簿・

証書類と照合審査した。 

２ 経理状況については、関係部課の帳簿・文書等により審査するとともに、関係職

員からの説明及び資料の提出を求めて審査の参考とした。 

３ 財産については、土地及び建物は台帳により、出資による権利、無体財産権、債

権、基金及び物品は関係諸帳簿・証書類等により照合審査するとともに、関係職員
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からの説明及び資料の提出を求めて審査の参考とした。 

４ 各基金の運用状況については、審査に付された各基金の運用状況調書に誤りがな

いか、各基金が設置の目的に従い適正かつ効率的に運用されているかについて、各

関係部課の帳簿、台帳及び証書類を照合審査するとともに、関係職員からの説明及

び資料の提出を求めて審査の参考とした。また、各基金の経理状況及び保管管理の

状況については、会計管理者所管の関係諸帳簿及び証書類並びに各関係部課の帳簿

等により照合審査した。 

 

第４ 審 査 の 結 果 

 

１ 計 数 審 査 

各会計歳入歳出決算書、同事項別明細書及び予算の執行実績、同実質収支に関す

る調書、財産に関する調書及び各基金運用状況調書は、法令の様式を備え、表示さ

れた計数は正確であり、会計管理者及び関係部課が所管する諸帳簿・証書類と照合

審査した結果、いずれも適正なものと認められた。 
 

２ 財 政 の 状 況 

令和２年度各会計の決算収支、財政構造及び予算の執行状況については、項を改

めて会計別にその概要を述べるが、予算の執行及び財政運営状況はおおむね適正な

ものと認められた。 

 

第５ 総 括 意 見 

 
「令和３年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」(令和３年１月 18 日閣議

決定)によれば、令和２年度の我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、

依然として厳しい状況にある。緊急経済対策等により持ち直しの動きがみられるもの

の、経済の水準はコロナ前を下回った状態にとどまり、経済の回復は道半ばである。 

このような中、板橋区は、令和２年度に８次にわたる一般会計補正予算を編成し、

総額 765 億 43 百万円の予算増額を行い、新型コロナウイルス感染症対策等を実施し

てきた。国の特別定額給付金給付事業等の実施により、過去最大の決算規模となった。 

令和２年度の板橋区の財政状況をみると、歳入では特別区交付金が73億6百万円、

分担金及び負担金が10億17百万円の減額となった一方で、国庫支出金が619億16百万

円、繰入金が56億41百万円、都支出金が39億47百万円、特別区債が32億5百万円、地

方消費税交付金が24億30百万円、繰越金が10億91百万円の増額となった結果、令和

元年度(平成31年度)に対して30.6％の増となった。 

歳出では、土木費が53億19百万円の減額となった一方で、総務費が556億30百万円、

諸支出金が91億9百万円、福祉費が22億8百万円、教育費が20億12百万円、衛生費が

15億53百万円の増額となった結果、令和元年度(平成31年度)に対して29.6％の増と
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なった。 

令和２年度板橋区普通会計決算を財政指標でみると、実質単年度収支は68億36百

万円の黒字となり、実質収支比率は、前年度比2.8ポイント増の6.9％である。これ

は、分母である標準財政規模が、税制改正等による特別区交付金の減額等により減

少し、分子である実質収支が増加したことが要因である。一般的に望ましいとされ

る3～5％の範囲を超えているため、今後の収支動向に留意し、収支の均衡に努める

必要がある。 

経常収支比率は、令和元年度(平成31年度)では適正水準とされる70～80％の範囲

内であったが、令和２年度は前年度と比較し3.5ポイント上昇して、82.4％となった。

これは、特別区交付金が大幅に減少したことが大きく影響している。今後も、地方

法人課税の税制改正による特別区交付金の減収が恒常化されることに加え、新型コ

ロナウイルス感染拡大に伴う経済への影響により、特別区交付金及び特別区民税の

大幅な減収が続くことが見込まれる。新型コロナウイルス感染症の状況や社会経済

情勢の動向などが区財政へ与える影響を見極め、持続可能な区政経営を推進してい

くための財政基盤を確立していくことが求められる。 

公債費負担比率は、分母である一般財源総額が増加したものの、分子である公債

費充当一般財源等も増加した結果、前年度から0.9ポイント増の3.6％となった。引

き続き、計画的かつ効果的な起債の活用を図られるよう望む。 

人件費比率は、歳出総額の増加が人件費の増加を上回り、前年度から3.3ポイント

減の11.3％となった。今後も人件費の増加に留意し、職員定数の適正化に努めるこ

とが肝要である。 

新型コロナウイルス感染症のワクチン接種が急ピッチで進められているものの、

新型コロナウイルス感染症は未だ収束していない状況であり、経済の先行きは依然

として不透明である。 

今後の財政展望については、歳入面では、

特別区交付金及び特別区民税の減収が見込

まれる。また、ふるさと納税による特別区民

税の減収額(右グラフ)は年々増加しており、

令和２年度は13億31百万円の減収となった。

さらに、令和３年度には17億37百万円もの減

収が見込まれている。こうした中、区ではふ

るさと納税制度を活用したクラウドファン

ディングの取組により、令和元年度(平成31

年度)では9百万円の寄付があったが、令和２

年度には42百万円の寄付を得た。 

歳出面では、公共施設の再構築をはじめと

した多額の経費負担を伴う事業が継続する

中、景気の低迷により、扶助費等が増加することが見込まれている。 

極めて厳しい財政運営となることが想定される中、１年前倒しで策定した「いた

ばし№１実現プラン2025」で掲げた目標を達成するため、激変する社会経済情勢に

対応しつつ、計画的かつ効率的な行財政運営を行う必要がある。 
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令和２年度健全化判断比率審査結果について 

 

第１ 審 査 の 対 象 

 

１ 令和２年度東京都板橋区健全化判断比率 

(1) 実質赤字比率 

(2) 連結実質赤字比率 

(3) 実質公債費比率 

(4) 将来負担比率 

２ 令和２年度東京都板橋区健全化判断比率算定様式 

 

第２ 審 査 の 期 間 

 

令和３年８月 10 日から令和３年８月 30 日まで 

 

第３ 審 査 の 方 法 

 

１ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下「法」という。）第 3 条第

1 項の規定に基づき、区長から提出された上記の健全化判断比率の計算が正確

であるか、算定の基礎となる健全化判断比率算定様式に記載された計数等に誤

りがないかを主眼に審査を実施した。 

２ 健全化判断比率及び健全化判断比率算定様式の各数値の検証にあたっては、

関係部課からの聴取をするとともに、その基となる関係資料の提出を求め、照

合審査した。 

 

第４ 審 査 の 結 果 

 

１ 健全化判断比率及び健全化判断比率算定様式に記載した数値は、各会計歳入

歳出決算書等決算数値、諸資料、諸帳簿と照合審査した結果、適切な算定数値
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が用いられ、その算出過程は正確であり、誤りのないものと認められた。 

２ 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の各比

率は、法に照らし、いずれも適正なものと認められた。 

第５ 総 括 

 

１ 健全化判断比率 

(単位 : ％) 

区 分 
板 橋 区 早期健全化

基 準 

財政再生

基 準 比 率 (算出比率) 

実 質 赤 字 比 率 ― (△6.87) 11.25 20.00 

連結実質赤字比率 ― (△9.33) 16.25 30.00 

実 質 公 債 費 比 率 △4.6 (△4.6) 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率 ― （△77.9) 350.0  

※１ 比率の「－」は、当該比率が生じていないことを示している。 

※２ (算出比率)は、既定の数式により算出した参考数値である。 

 

(1) 実質赤字比率 

令和２年度の一般会計等の実質収支は黒字であり、法に定める実質赤字比

率は生じていない。 

なお、早期健全化基準は 11.25％である。 

(2) 連結実質赤字比率 

令和２年度の一般会計等と特別会計を合計した実質収支は黒字であり、法

に定める連結実質赤字比率は生じていない。 

なお、早期健全化基準は 16.25％である。 

(3) 実質公債費比率 

令和２年度の実質公債費比率は△4.6％となっており、早期健全化基準の

25.0％を下回っている。 

(4) 将来負担比率 

令和２年度の将来負担比率は、将来負担額よりも充当可能財源が上回り、法

に定める将来負担比率は生じていない。 

なお、早期健全化基準は 350.0％である。 

 

２ 意 見 

令和２年度における東京都板橋区健全化判断比率の各指標は、いずれも早期

健全化基準を下回っており、法に照らし、適正なものと認められる。 

今後も、行財政改革を遂行し、健全な財政基盤を確立することを望む。 
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令和３年度第１回行政監査結果報告書（概要） 

 

 

第１ 監査実施概要 

１ 監査テーマ（Ｐ１） 

  区立生涯学習センターの運営について 

 

２ 監査テーマ選定の趣旨（Ｐ１） 

区は、区民の誰もが生涯を通じて学習し、世代を超えて学び合う場として生

涯学習センターを運営している。 

そこで、令和３年度第１回行政監査では、区立生涯学習センターにおいて、

区民の生涯学習や多世代交流を目的とした事業は、効果的に行われているか、

施設は適正に維持管理されているかなどの観点から検証を行った。 

 

３ 監査の着眼点（Ｐ１） 

（１） 区立生涯学習センターは、適正に維持管理されているか。 

（２） 区立生涯学習センターにおいて、区民の生涯学習や多世代交流を目的と 

した事業は、効果的に行われているか。 

 

４ 監査対象及び監査対象課（Ｐ１） 

（１）監査対象 

区立生涯学習センターの管理・運営に関する業務 

（２）監査対象課 

 教育委員会事務局 生涯学習課 大原生涯学習センター 

                成増生涯学習センター 

 

５ 監査実施期間（Ｐ１） 

令和３年５月 31 日（月）から令和３年 12 月９日（木）まで 
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第２ 監査結果 

現況と課題（Ｐ３） 

１ 板橋区における生涯学習の概況（Ｐ３） 

２ 生涯学習センターの沿革（Ｐ10） 

３ 生涯学習センターの機能（Ｐ14） 

４ 生涯学習センターの職員体制（Ｐ15） 

５ 生涯学習センターの管理（Ｐ21） 

６ 生涯学習センターの活動（Ｐ29） 

７ 生涯学習センターの情報発信（Ｐ44） 

 

 

検討・改善を求める事項（Ｐ49） 

着眼点１  区立生涯学習センターは、適正に維持管理されているか。 

１ 各生涯学習センターのセキュリティ対策 

各生涯学習センターは、夜間、正規職員が不在となり、警備体制は特に夜 

間の時間帯は、シフトを組んでいる社会教育指導員（２～４人）及び委託を 

受けた警備職員１人の体制である。防犯カメラについては、大原生涯学習セ 

ンターは１階に２台、２・３階に各１台設置されているが、成増生涯学習セ 

ンターには設置されていなかった。 

ｉ－ｙｏｕｔｈには特に夜間に利用する中高生が多く、施設内の安全管理 

に対する万全の備えが必要である。 

また、各生涯学習センターの消防訓練の実施状況は、令和２年度は職員に 

よる消防訓練について図上訓練しか行っておらず、消火訓練、通報訓練、避 

難訓練を含めた消防訓練は行われていなかった。令和元年度においては、大 

原生涯学習センターは、職員による消防訓練は行われていなかった。また、 

成増生涯学習センターは、利用者と職員と合同で、調理室からの出火を想定し 

た避難訓練のみ行った。 

各生涯学習センターは、利用者の安全確保を最優先するためにも、防犯・ 

防災上を含めたセキュリティの確保が大きな課題であるため、早急な取組を 

求めておく。（Ｐ23） 

 

２ 各生涯学習センターの設備更新 

  設備の劣化による誤作動や故障など、様々なトラブルに対して、毎年、小 

破修理は行われているが、部品の生産終了により、修理も年々困難になって 

きている。各生涯学習センターは、利用者の安心・安全を確保するため、施 
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設の老朽化に伴う設備更新について、計画的に工事を実施する必要がある。 

（Ｐ26） 

 

着眼点２ 区立生涯学習センターにおいて、区民の生涯学習や多世代交流を目 

的とした事業は、効果的に行われているか。 

１ 社会教育指導員の人材育成 

 社会教育指導員は、生涯学習の推進に向け、区民と地域との連携及び協働 

を図る仕組みづくりを補助していくという機能を発揮していくため、地域活 

動へのニーズの把握や、様々な人々や団体をつなぐコーディネートの役割が 

期待されていることから、今後も時代の変化に対応した新しい知識を吸収し 

ていかなければならない。生涯学習課は、学びをつなぐコーディネーターと 

しての役割を果たす社会教育指導員の人材育成に、継続的に取り組む必要が 

ある。（Ｐ20） 

 

２ 生涯学習に関する情報発信 

各生涯学習センターは、開催している事業やイベント開催の情報を広く区 

民に知らせる発信力を強化し、施設の認知度を高めていくことが不可欠であ 

る。各生涯学習センターは、区民の学習活動を進めるために、あらゆる広報 

媒体を効果的に活用して、生涯学習に関する情報を積極的に発信していく必 

要がある。（Ｐ48） 

 

 

総括意見（Ｐ51） 

区民の生涯学習に関するニーズは多様化しており、生涯学習センターの運営

管理にあたっては、利用者や登録団体の意見・要望に十分配慮することが重要

である。 

こうした状況を踏まえ、最後に総括意見を述べる。 

 

第一に、適切な施設更新を図ることが必要である。 

生涯学習センターは、施設建設以来、大規模な長寿命化改修が実施されておら

ず、電気・給排水衛生設備、冷暖房設備、エレベーターなど早期の改修が必要と

されている。 

一方、生涯学習センターの利用者数は、これまで特に大きな伸びを示さなかっ

たこともあり、必ずしも施設更新の優先順位が高いとは言えなかった。 

余暇を豊かに過ごしたいという区民ニーズや生涯を通じた学習意欲の高まり
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の中で、今後は生涯学習センターの施設更新を適切に行うことについて検討を

進める必要がある。 

 

第二に、ｉ－ｙｏｕｔｈの一層の充実を図ることが必要である。 

ｉ－ｙｏｕｔｈは、中高生を中心とした「若者の居場所」として整備されたが、

利用者数が増えたとはいえ、まだ近隣在住や在学の中高生がほとんどである。 

ただ、近隣区を含め、若者支援の施設や施策が少ないことから、今後は若者同

士の活発な情報交換を通じて利用の拡大の可能性が大きい。 

「若者の居場所」としての魅力度を高め、多様なニーズに応えることのできる

施設にするために、今後は教育委員会の事務の範疇にとどまらず、若者支援に取

り組む区のすべての部署が連携して支援のネットワーク化に取り組むことが重

要である。 

 

生涯学習センターがその中心的役割を担えるよう、生涯学習課は職員の人材

育成や情報収集に努め、生涯学習センターの機能強化に取り組むことを期待す

る。 
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令和３年度第２回行政監査結果報告書（概要） 

 

 

第１ 監査実施概要 

１ 監査テーマ（Ｐ１） 

  男女共同参画の推進について 

 

２ 監査テーマ選定の趣旨（Ｐ１） 

区は、男女平等参画基本条例のもと、全ての区民が互いに理解し支えあい、

ともに生きるまちづくりに取り組んでいる。 

そこで、令和３年度第２回行政監査では、男女共同参画の推進に関する事業

は、計画的、効果的に行われているか、区民の理解促進は、十分に図られてい

るかなどの観点から検証を行った。 

 

３ 監査の着眼点（Ｐ１） 

（１） 男女共同参画の推進に関する事業は、計画的、効果的に行われているか。 

（２）男女共同参画に関する区民の理解促進は、十分に図られているか。 

 

４ 監査対象及び監査対象課（Ｐ１） 

（１）監査対象 

男女共同参画の推進に関する事業 

（２）監査対象課 

 総務部 男女社会参画課 

 

５ 監査実施期間（Ｐ１） 

令和３年６月 30 日（水）から令和３年 12 月 24 日（金）まで 
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第２ 監査結果 

現況と課題（Ｐ３） 

１ 男女共同参画の推進に係る国・東京都の施策（Ｐ３） 

２ 板橋区における男女共同参画の推進に係る施策（Ｐ６） 

３ 男女社会参画課による普及広報活動（Ｐ11） 

４ 男女平等に関する区民の意識（Ｐ16） 

５ 男女平等推進センターの現況（Ｐ18） 

６ 男女共同参画の推進に関する事業（重点対象事業）の現況（Ｐ27） 

 

検討・改善を求める事項（Ｐ56） 

着眼点１ 男女共同参画の推進に関する事業は、計画的、効果的に行われている

か。 

１ 情報資料コーナーの資料図書等の周知について 

男女社会参画課は、男女共同参画の推進に係る活動や学習の支援に資する

よう、情報資料コーナーの資料図書等について積極的に周知する必要がある 。

（Ｐ22） 

 

２ 区の付属機関等の委員に占める女性委員について 

区は、区基本条例の基本理念にのっとり、率先して男女平等参画社会の形成 

を推進する立場にあり、区政の意思決定過程に多くの女性が参画できるよう、

区の審議会等における女性委員比率の向上に積極的に取り組む必要がある。

（Ｐ40・41） 

 

着眼点２ 男女共同参画に関する区民の理解促進は、十分に図られているか。 

１ ＳＮＳの活用について 

10～30 歳代に対しては、ＳＮＳの活用が有効と考えられるため、男女社会

参画課は、ＳＮＳの特性を活かしてこれらの年代に適した情報を効果的に発

信することにより、フォロワー数を増やし、男女共同参画に係る理解促進を図

る必要がある。（Ｐ13・14） 

 

２ 男女平等推進センターの利用について 

男女平等推進センターが、男女平等参画社会の形成に関し、区民活動の支援、 

相談、情報収集等の男女平等参画施策を推進する拠点施設であることから、男 

女社会参画課は、男女共同参画の推進に向けて、認知度を高め利用者数を増や 

す必要がある 。（Ｐ20） 
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総括意見（Ｐ57） 

 区は、令和３年３月、男女共同参画に係る従来の取組に加え、ＳＤＧｓの視点

やダイバーシティ＆インクルージョンの視点を取り入れた「いたばしアクティ

ブプラン 2025」を策定した。 

 今回の監査では令和２年度までの男女社会参画課による男女共同参画の実現

に係る様々な取組について見てきたが、今後は、「いたばしアクティブプラン

2025」に定められた新たな事業の枠組に合わせた体制の強化が望まれる。 

 こうした状況を踏まえて総括意見を述べる。 

 

 第一に、区は、すべての組織、職員に対し、男女共同参画について、大胆な意

識改革を求める必要がある。 

 区の審議会等委員に占める女性委員の構成率、政策決定過程に参画する管理

監督者層に占める女性職員の割合が伸びないのは、組織としても、職員個人の意

識としても、それが優先的に取り組むべき課題と認識されていないことが懸念

される。 

 区は、性別、職層を問わず、男女共同参画や女性活躍、ジェンダー平等といっ

た視点を施策に反映し、政策決定過程への女性職員の参画をこれまで以上に推

進することが必要である。 

 男女社会参画課や関連する部署には、大胆な意識改革と「いたばしアクティブ

プラン 2025」に定められた様々な取組の成果を求めたい。 

 

 第二に、男女社会参画課の相談体制を充実することが必要である。 

 現在、男女社会参画課の相談体制は民間事業者への委託に依存しており、相談

の専門性や信頼性、関連部署との連携における総合調整機能の発揮といった面

からの脆弱性が危惧される。 

女性の視点・活躍に力点を置きつつも、誰もが参画・活躍できる「共生社会」、

多様性を活かし合う豊かな「成長社会」、暴力やハラスメントのない「安心・安

全社会」を実現するためには、施策を担当する男女社会参画課職員の専門性を高

めることが肝要である。 

 男女社会参画課には、相談スタッフの人材育成・確保に努めるとともに、これ

までの取組に加え、男女共同参画に係る施策全体のコーディネートや総合調整

機能を果たせる組織になることを期待する。 

 

 一人ひとりの多様な価値観が尊重され、区民同士が互いに認め合い、活かし合

う社会の実現に向け、今後も関係者の積極的な取組を期待する。 
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令和３年度例月出納検査結果報告書 

 

 

１ 検 査 月 日  平成３年 4 月 28 日（水） （平成３年 3 月分） 

    令和３年 5 月 31 日（月） （平成３年 4 月分） 

    令和３年 6 月 30 日（水） （令和３年 5 月分） 

    令和３年 7 月 30 日（金） （令和３年 6 月分） 

    令和３年 8 月 30 日（月） （令和３年 7 月分） 

    令和３年 9 月 29 日（水） （令和３年 8 月分） 

    令和３年 10 月 29 日（金） （令和３年 9 月分） 

    令和３年 11 月 26 日（金） （令和３年 10 月分） 

    令和３年 12 月 24 日（金） （令和３年 11 月分） 

    令和４年 1 月 31 日（月） （令和３年 12 月分） 

    令和４年 2 月 21 日（月） （令和４年 1 月分） 

    令和４年 3 月 28 日（月） （令和４年 2 月分） 

 

２ 検査対象課 

  会 計 管 理 室 

 

３ 検 査 対 象 

  会計管理者所管の区一般会計、国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計、 

 後期高齢者医療事業特別会計、歳入歳出外現金及び基金の金銭出納状況 

 

４ 検 査 結 果 

  検査資料と関係諸帳簿、証拠書類により計数審査を行い、各月末日における金融機

関提出の預金残高証明書を照合した結果、各会計、歳入歳出外現金及び基金とも計数

上の誤りのないことを確認した。 
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